
行政運営方針 上半期の主な取組 下半期の取組

第３ 労働行政の重点施策
２ 労働基準行政の重点施策
（１）労働条件の確保・改善対策

重点対象を定めて監督指導を実施すること
により、労働基準関係法令や基本的労働条件
の遵守徹底及び労務管理体制の確立及び定
着を図る。特に、以下の特定の分野における
労働条件の確保・改善対策を推進する。

また、解雇、賃金の支払等に関する申告事
案については、当該労働者の置かれた状況に
意を払い、その早期の解決のため優先的に迅
速かつ適切な対応を図る。

（ア）自動車運転者

過重労働による健康障害防止対策の徹
底を主眼とした福島運輸支局との合同監
督・監査を実施するなどにより長時間労働
の抑制や労働基準関係法令等の遵守の徹
底を図る。

また、道路貨物輸送事業については、運
送事業者、荷主、行政等の関係者からなる
「トラック輸送における取引環境・労働時間
改善福島県協議会」において、長時間労働
の抑制や取引環境の改善に向けた環境整
備に取り組む。

・監督指導や集団指導などあらゆる機会を通じ
て、基本的労働条件の確立について指導を実
施（監督指導件数７１５件、集団指導件数４５
件）。

・解雇、賃金不払等に関する労働者からの申告
について、３９３件受理し、２９８件解決。

・学生に関し、大学等での出張相談を実施し、
学生アルバイトに係る実情を把握。

（ア）自動車運転者
① 過重労働による健康障害防止対策の徹底
を主眼とした監督指導を実施（福島運輸支局
との合同監督を含む）。
② 荷主等を含む関係団体に対する集団指導
等にて労働基準関係法令等についての周知
を実施。
③ 「トラック輸送における取引環境・労働時間
改善福島県協議会」で実施を承認したトラック
運転者の長時間労働等の問題点・課題等を改
善するための実証実験（パイロット事業（委託
事業））を、実行中。

※第８回協議会にて経過説明がなされる
予定。

１ 下半期の取組方針
（１） 継続

（２） 強化

２ 今後の取組等
（１） これまでの取組

（２） 今後の予定
（ア）自動車運転者
① 引き続き、過重労働による健康
障害防止のための監督指導を実
施。
② 引き続き、荷主等を含む関係団
体に対する集団指導等にて労働基
準関係法令等に対する周知を実施。
③ トラック輸送における取引環境・
労働時間改善福島県協議会にお
いて、現在は実証実験中であるが、
今年度のパイロット事業の結果を
踏まえ、今後の取引環境の改善や
長時間労働の抑制に向けた環境
整備に関する検討を実施。

２２



行政運営方針 上半期の主な取組 下半期の取組

第３ 労働行政の重点施策
２ 労働基準行政の重点施策
（１）労働条件の確保・改善対策
（イ）技能実習生

県内の技能実習生については、震災によ
り減少したものの近年増加傾向にあり、平
成28年10月末現在で2,229人と震災前を上
回る状況になった。技能実習生については、
全国的に悪質な労働環境も認められること
から、雇用する事業場に対して重点的に監
督指導を実施する。

また、出入国管理機関との相互通報制度
の確実な運用及び技能実習法に基づき新
設される外国人技能実習機構との適切な
連携を行う。

（ウ）建設労働者

建設労働者の労働条件確保・改善に向け、
地場建設店社に対する監督指導を実施す
る。

（イ）技能実習生
① 技能実習生を雇用する事業場に対しての監
督指導の実施。
② 出入国管理機関との相互通報の実施。

（ウ）建設労働者

労働条件確保・改善に向け、地場建設店社に
対する監督指導の実施。

１ 下半期の取組方針
（１） 継続

（２） 強化

２ 今後の取組等
（１） これまでの取組

（２） 今後の予定
（イ）技能実習生
① 引き続き、技能実習生を雇用す
る事業場に対しての監督指導を実
施。
② 引き続き、出入国管理機関との
相互通報制度の確実な運用を図る。
③ 技能実習法に基づき新設された
外国人技能実習機構との適切な
連携を図る。
（ウ）建設労働者

引き続き、建設労働者の労働条件
確保・改善に向けた地場建設店社に
対する監督指導を実施。
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行政運営方針 上半期の主な取組 下半期の取組

第３ 労働行政の重点施策
２ 労働基準行政の重点施策
（２）最低賃金制度の適切な運営

福島地方最低賃金審議会の円滑な運営を図
るとともに、最低賃金額の改定等について広く
周知する。また、最低賃金の履行確保上問題
があると考えられる業種を重点とした監督指導
を行い最低賃金の遵守徹底を図る。

① ７月４日福島地方最低賃金審議会に最低賃
金引上げについて諮問後、中央最低賃金審
議会の目安額を参考に審議を重ねた結果、最
低賃金７２６円を２２円引き上げ７４８円に改正
し１０月１日発効。
② 改正最低賃金について、県・市町村、事業
者団体（計４５７団体）、ＪＲ各駅及び金融機関
へ周知広報の協力依頼。

③ 福島労働局最低賃金ＰＲ用キャラクター「サ
イちんＫｕｎ」を用いた周知。

１ 下半期の取組方針
（１） 継続

（２） 強化

２ 今後の取組等
（１） これまでの取組

（２） 今後の予定
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行政運営方針 上半期の主な取組 下半期の取組

第３ 労働行政の重点施策
２ 労働基準行政の重点施策
（３）労働者の安全と健康確保対策の推進
① 転倒災害防止と交通労働災害防止の取組

すべての業種で災害が多発している転倒
災害と交通労働災害（いずれも通勤災害を含
む。）を減少させるため、「ＳＴＯＰ！転倒災害
プロジェクト」や「転ばないでね！転倒災害防
止対策」、「交通労働災害防止のためのガイ
ドライン」に基づく取組の実施につき、関係団
体と連携して各企業に要請する。

・ 各労基署で地区労働基準協会が開催する全
国安全週間説明会において、転倒災害防止と
交通労働災害防止について取組を要請。

＜転倒災害防止＞

①「ＳＴＯＰ！転倒災害プロジェクト」「転ばないで
ね！」のリーフレットを各労基署に配布し、安全
パトロールや各種指導界に合わせて取組を要
請。
②第12次労働災害防止計画の目標達成に向け
て、「労働災害防止のための取組について（要
請）」を123の業界団体に実施。（８月１日）

＜交通労働災害防止＞
交通関係団体等との間で下記の事項を実施

①陸上貨物運送事業労働災害防止協会福島県
支部 事務局長・災害防止指導員（10人）会議
での情報交換と指導員による事業場指導時の
指導要請事項について説明。

②（独）自動車事故対策機構福島事務所・運行
管理者等一般講習においてガイドライン等を説
明（上半期3回実施）。

労基署の集団指導等の際、「交通労働災害防
止のためのガイドライン」リーフレットを活用し、
取組を要請。

１ 下半期の取組方針
（１） 継続

（２） 強化

２ 今後の取組等
（１） これまでの取組

（２） 今後の予定
＜転倒災害防止＞

・ 冬季の転倒災害防止のため、集
団指導や個別指導の機会をとらえて、
転倒災害防止の取組を要請する。

＜交通労働災害防止＞

・ 引き続き集団指導や個別指導時
に交通労働災害防止の取組を要請
すると共に、関係団体と連携して、下
記の取組を実施する。

①陸災防福島県支部事務局長・災
害防止指導員（10人）会議参加
②（独）自動車事故対策機構福島事
務所・運行管理者等一般講習におい
て災害防止の指導
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行政運営方針 上半期の主な取組 下半期の取組

第３ 労働行政の重点施策
２ 労働基準行政の重点施策
（３）労働者の安全と健康確保対策の推進
②災害多発業種に対する取組

中長期的にみて労働災害の減少傾向が見ら
れない建設業、製造業、陸上貨物運送事業及
び第三次産業（小売業、社会福祉施設、飲食
店）を重点業種とする。
（ア）建設業

建設工事現場における墜落・転落災害防止
対策の推進のため、「足場からの転落・転落
災害防止総合推進要綱」に定められたハー
ネス型安全帯使用への移行などの「より安全
な措置」等の取組の実施につき、関係団体、
業界団体と連携し、幅広く周知を図る。

（イ）製造業

災害が多い食料品製造業を重点に、加工
用機械による災害防止に向けたリスクアセス
メントの実施、機械の本質安全化の周知を図
り、はさまれ・巻き込まれ災害の防止に努め
る。

（ア）建設業

・ 局長・福島市長合同で福島体育館・武道館
新築工事現場について安全パトロールを実施
（６月１９日）

・ 建設関係団体に対し「熱中症予防対策の徹
底について」（６月１日）を要請。

・ 福島県内工事関係者連絡会議を開催（６月１
３日）、ハーネス型安全帯への移行に向け協力
を要請

・ 公共工事発注機関ごとに請負業者が組織し
ている、工事安全協議会において安全指導を実
施（福島河川国道事務所事故防止協議会、前
橋林業土木協会、県土地改良建設協会で実
施）

（イ）製造業
・ 第12次労働災害防止計画の目標達成に向
けて、「労働災害防止のための取組について
（要請）」を各業界団体に実施

・ 食料品製造業機械により災害が発生した事
業場に対して監督・個別指導を実施 ９８件

１ 下半期の取組方針
（１） 継続

（２） 強化

２ 今後の取組等
（１） これまでの取組

（２） 今後の予定
＜建設業＞

・ 各工事安全協議会の安全パト
ロールに参加し、墜落・転落災害防
止や建設機械による労働災害防止
等について指導を実施する。

＜製造業＞

・ 製造機械による労働災害を発生
させた事業場に対し、機械の本質安
全化や点検整備時の作業手順書の
作成など、リスクアセスメントの手法
を取り入れた改善措置を指導する。
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行政運営方針 上半期の主な取組 下半期の取組

第３ 労働行政の重点施策
２ 労働基準行政の重点施策
（３）労働者の安全と健康確保対策の推進
②災害多発業種に対する取組

中長期的にみて労働災害の減少傾向が見ら
れない建設業、製造業、陸上貨物運送事業及
び第三次産業（小売業、社会福祉施設、飲食
店）を重点業種とする。
（ウ）陸上貨物運送事業

「交通労働災害防止のためのガイドライン」
及び「荷役作業の安全対策ガイドライン」の
内容につき、関係団体と連携して周知を図り
つつ、個々の事業場に対し監督指導等を実
施し遵守徹底を図る。また、労働災害防止の
取組の実施につき、荷主に対する協力を要
請する。

（エ）第三次産業（小売業、社会福祉施設、飲
食店）

業界団体に対して、安全衛生情報の提供、
安全衛生研修会の実施を要請するとともに、
個々の事業場に対し転倒災害、交通労働災
害及び腰痛災害の防止を図るため、監督指
導等を実施する。

また、小売業で多店舗展開する企業、複数
の社会福祉施設を展開する法人の本社・本
部に対し、全店舗・施設の安全衛生水準向上
を図るための取組を実施するよう指導する。

②災害多発業種に対する取組

（ウ）陸上貨物運送事業

・ 陸上貨物運送事業労働災害防止協会福島
県支部と連携し、同支部災害防止指導員に情
報提供し事業所指導に協力。

・ 「陸上貨物運送事業における重大災害防止」
のリーフレットを個別指導時に配布し、災害防止
の取組を要請

（エ）第三次産業

・ 各労基署で大型商業施設（ショッピングモー
ル等）に対し災害防止の取組要請を実施
（４施設）

・ 転倒災害、腰痛災害を発生させた事業所に
対し「働く人に安全で安心な店舗・施設づくり推
進運動」リーフレットにより指導を実施。

・ 県社会福祉協議会主催の「社会福祉法人事
務長等研修会」に担当者を派遣し災害防止の
指導を実施（７月１１日）

・ 腰痛災害を発生させた、医療保健業者、社会
福祉・介護事業者に対し、厚労省委託事業「 腰
痛予防講習会」（８月２５日）への参加を要請

１ 下半期の取組方針
（１） 継続

（２） 強化

２ 今後の取組等
（１） これまでの取組

（２） 今後の予定
＜陸上貨物運送事業＞

・ 厚労省委託事業として（一社）日
本コンサルタント会で開催する「荷役
災害防止担当者安全衛生教育」へ
の講師派遣（11月13日）

＜第三次産業＞

・ 大型商業施設や多店舗展開の小
売店企業について災害防止の取組
要請を引き続き実施。

・ 腰痛災害、転倒災害を発生させ
た第三次産業事業者へリーフレット
を利用した災害防止の取組要請を
引き続き実施。
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行政運営方針 上半期の主な取組 下半期の取組

第３ 労働行政の重点施策
２ 労働基準行政の重点施策
（３）労働者の安全と健康確保対策の推進
③化学物質による健康障害防止対策
化学物質対策5か年計画に基づき、監督指
導を実施し、特定化学物質障害予防規則、
有機溶剤中毒予防規則等の遵守徹底を図る。

また、昨年改正された労働安全衛生法の普
及・定着のため、集団指導等によりラベル表
示と安全データシート（ＳＤＳ）の入手・交付の
徹底のほか、化学物質等を取り扱う際のリス
クアセスメントの実施及びリスク低減対策の
実施をするよう指導する。

③化学物質による健康障害防止対策

・ 化学物質のリスクアセスメントの実施促進、
容器等へのラベル表示と安全データシートの活
用推進のため、リーフレットを使用して、集団指
導時に周知啓発を実施。

・ 新たに健康障害防止措置が義務づけられた
オルト－トルイジン、三酸化ニアンチモンについ
て、リーフレットにより健康障害防止措置の実施
を当該物質取扱い事業所に指導。

・ 特定の吸引性有機粉じんによる肺疾患につ
いて、実態調査を実施（製造１社、取扱い５社）

・ 化学物質を使用する事業所に対し監督指導
を実施（平成２５年度から５か年計画で実施
中。）

１ 下半期の取組方針
（１） 継続

（２） 強化

２ 今後の取組等
（１） これまでの取組

（２） 今後の予定
<化学物質による健康障害防止対策
>
・化学物質のリスクアセスメントの実
施促進のため、事業場指導の際に
ルスクアセスメントの実施状況を確
認し、普及啓発を図る。

・新規に健康障害防止措置が義務
づけられた物質について、各種指導
界の機会をとらえて周知を図る。

・引き続き、５か年計画に基づく監督
指導を実施する。
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行政運営方針 上半期の主な取組 下半期の取組

第３ 労働行政の重点施策
２ 労働基準行政の重点施策
（３）労働者の安全と健康確保対策の推進
④職場におけるメンタルヘルス対策と健康管
理対策の推進

ストレスチェック制度の未実施事業場に対し、
その速やかな実施に向けて監督指導等を実
施する。

また、メンタルヘルス対策の未実施事業場
に対し、福島産業保健総合支援センターにお
けるメンタルヘルス対策支援事業の活用を勧
奨するなど、事業場におけるメンタルヘルス
対策の実施率の向上を図る。

健康診断実施後の有所見者に係る医師の
意見聴取及び事後措置等の実施について周
知を図り、労働者の健康管理対策の推進を
図る。

・ ストレスチェック結果報告未提出事業場に対
し各労基署よりストレスチェックの実施について
指導を実施した。
（H２９．７．２５現在、福島県内の労働者数５０人
以上の事業場の結果報告の提出率９２．１％）

・ メンタルヘルス対策の実施促進のため、事業
場の監督・個別指導時に取組状況を確認し、福
島産業保健総合推進センターの活用について
周知を実施した。

・ 各種の指導の機会をとらえて、健康診断実
施後の有所見者に対する事後措置の取組促進
を指導した。

１ 下半期の取組方針
（１） 継続

（２） 強化

２ 今後の取組等
（１） これまでの取組

（２） 今後の予定

・ ストレスチェック実施報告未提出
事業場に対し、ストレスチェックの実
施について個別指導を実施する。

・ 各種の指導会や事業場指導時に、
メンタルヘルス対策の取り組み譲許
を確認し、福島産業保健総合支援セ
ンターの利用を勧奨する。
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行政運営方針 上半期の主な取組 下半期の取組

第３ 労働行政の重点施策
２ 労働基準行政の重点施策
（３）労働者の安全と健康確保対策の推進

⑤石綿健康障害予防対策
解体工事等に関する情報を地方自治体と
共有した上で、「石綿障害予防規則及び技術
上の指針」に基づき、石綿粉じん飛散防止措
置等について指導を行う。

また、製品に石綿が含有していることを知ら
ずに廃棄・転売することの防止や、過去から
使用している製品についての石綿含有の確
認実施についてリーフレットによる周知徹底
を図る。

⑤石綿健康障害予防対策

・ 解体工事現場について、再生砕石への石綿
購入防止のため、地方自治体と合同で安全パト
ロールを実施。（全労基署）

・ 吹付け石綿含有建築用仕上塗材について解
体マニュアルの改訂周知と石綿規則を順守した
解体作業について、周知指導を実施。

１ 下半期の取組方針
（１） 継続

（２） 強化

２ 今後の取組等
（１） これまでの取組

（２） 今後の予定

・ 10月に今年度2回目の地方自治
体との合同パトロールを実施。

・ 石綿解体届の審査時の指導、解
体現場に対する安全衛生指導の実
施。
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行政運営方針 上半期の主な取組 下半期の取組

第３ 労働行政の重点施策
２ 労働基準行政の重点施策
（３）労働者の安全と健康確保対策の推進
⑥ 職業性疾病等の予防対策
（ア） 熱中症予防対策

廃炉作業、除染作業及び建設業の発注者
及び元請に対して、夏場を迎える前から、熱
中症予防に関する注意喚起を図るための文
書要請を行う。また、これらに対する夏場の
監督指導等において、熱中症予防対策の徹
底を指導する。

その他の高温環境下で作業を実施する事
業主に対し、関係団体、事業者団体を通じて
熱中症予防対策を周知し、その徹底を図る。
（イ） じん肺予防対策

第８次粉じん障害防止総合対策の最終年
度を迎え、鋳物業やアーク溶接作業における
発じん防止対策等の進捗状況を確認し、引き
続き指導する。

（ア）熱中症予防対策

・ 公共工事発注機関、災害防止団体等に対し
て熱中症予防対策の徹底について文書で要請。
（６月１日）

・ 富岡労基署において１Ｆ廃炉作業における熱
中症予防の取組を東京電力及び廃炉作業請負
事業者に文書により要請

・ 「ＳＴＯＰ！熱中症 クールワークキャンペー
ン」（全国版）、「熱中症をふせごう」（福島労働局
作成）リーフレットを使用し、各署を通じて広く熱
中症の注意喚起、予防対策の取組を周知。

（イ）じん肺予防対策

・ 第８次粉じん総合対策に基づき、対象となる
鋳物業やアーク溶接作業実施事業場に対し指
導を実施。

１ 下半期の取組方針
（１） 継続

（２） 強化

２ 今後の取組等
（１） これまでの取組

（２） 今後の予定

（イ）じん肺予防対策

・ じん肺予防対策が不十分と思わ
れる事業所に対し、粉じんによる障
害防止対策の指導を継続して実施。
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行政運営方針 上半期の主な取組 下半期の取組

第３ 労働行政の重点施策
２ 労働基準行政の重点施策
（３）労働者の安全と健康確保対策の推進
⑦ 治療と仕事の両立支援の推進

治療と職業生活の両立支援について、産業
保健総合支援センターと連携して、あらゆる
機会を捉え「事業場における治療と職業生活
の両立支援のためのガイドライン」の周知広
報を行う｡

⑧ 安全衛生優良企業公表制度の周知

安全衛生優良企業公表制度の周知啓発を
図り、より多くの企業の安全衛生活動の取組
み推進と、認定申請勧奨に努める。

⑦治療と職業生活の両立支援について、安全
週間・衛生週間の準備説明会等の指導の機会
をとらえ、ガイドラインの周知広報を実施。

⑧安全週間・衛生週間の準備説明会等の指導
の機会をとらえ、安全衛生優良企業公表制度の
周知を行った。

１ 下半期の取組方針
（１） 継続

（２） 強化

２ 今後の取組等
（１） これまでの取組

（２） 今後の予定

・ 福島地域両立支援チームの設立
会議の開催
・ リーフレットの作成と周知広報

３２



行政運営方針 上半期の主な取組 下半期の取組

第３ 労働行政の重点施策
２ 労働基準行政の重点施策
（４）労災補償対策の推進

労災保険給付の請求に対し、迅速・適正な
決定に万全を期し、長期未決事案の発生防
止に努める。また、相談者に対する丁寧な説
明や申請者に対する処理状況の連絡等の実
施を徹底する。

また、廃炉作業や除染業務等に従事する
者は、全国から来県しており、被災後には帰
郷しているケースも多くみられることから、こ
れらの者に対する迅速・丁寧な対応に努める。

１ 局署一体となった迅速・適正な決定及び長
期未決事案の発生防止への取組。
局において定期的に事務指導等を実施

２ 相談者に対しては各種パンフレットを活用し
て、請求できると思われる各種給付について
漏れのないよう適切な説明を実施。
また、請求書受付後３か月を経過した事案

については、請求人に対して処理状況を説明
する等、懇切・丁寧な対応を実施。

３ 廃炉作業や除染業務等に従事し、被災後に
帰郷された被災者に対しては、帰郷先へ赴い
た上で調査を行う等、迅速・丁寧な対応を実施。

４ 廃炉作業に従事する労働者へは、原発への
新規入場時に、リーフレット「放射線被ばくによ
る疾病についての労災保険制度のお知らせ」
を手交し、制度の周知を実施。

１ 下半期の取組方針
（１） 継続

（２） 強化

２ 今後の取組等
（１） これまでの取組

（２） 今後の予定
各署へ事務指導等を実施し、

迅速・適正な決定及び長期未決
事案の発生防止に努める。
なお、相談者や請求人への迅

速・丁寧な対応についても、引き
続き重点施策として取り組んでい
くこととする。
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行政運営方針 上半期の主な取組 下半期の取組

第３ 労働行政の重点施策
３ 職業安定行政の重点施策

（１）非正規労働者への雇用対策の推進（正社員
希望者に対する就職支援等）

非正規雇用労働者の正社員転換・待遇改
善の推進のため、平成28年度～平成32年度
の5か年間の計画として策定した「福島県正
社員転換・待遇改善実現プラン」に基づき、
正社員に重点を置いた求人開拓及び非正規
雇用求人の正社員求人への転換働きかけ等
により、正社員求人の確保を図る。

また、不本意ながら非正規雇用で働く者の正
社員転換を事業主に働きかけるとともに、非
正規雇用であった求職者に対して正社員求
人へ応募するメリットを説明し、担当者制等
による極め細やかな職業相談や応募書類の
作成指導等に取り組み、積極的なマッチング
を図る。

１ 「福島県正社員転換・待遇改善実現プラン」（平
成28年3月策定）により、平成29年度目標の 安定
所による正社員就職・正社員転換数18,307人、安定
所における正社員求人数を84,040人として、正社員
就職等の実現に向けた取組を推進。

○正社員求人数（平成29年9月末現在）
正社員に重点を置いた求人開拓及び雇用管理
改善の働きかけ等により、42,820人分の受理。
＊目標進捗率 51.0%(42820/84040)

○正社員就職件数（同上）
正社員求人へ応募するメリットの説明や担当者
制や応募書類の作成指導等のきめ細やかな職
業相談の取組等により、8,980人が就職。
○キャリアアップ助成金を活用して有期契約から
正規雇用等に転換した労働者数

110人（平成29年9月末現在）
＊目標進捗率 49.7％(9090/18307)

１ 下半期の取組方針
（１） 継続

（２） 強化

２ 今後の取組等
（労働行政の最重点施策に記載済み）
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行政運営方針 上半期の主な取組 下半期の取組

第３ 労働行政の重点施策
３ 職業安定行政の重点施策
（２）若者の就労環境の整備
① ユースエール認定事業・若者応援宣言事
業

一定の数値基準を満たす、若者の採用育
成に積極的で雇用管理が優良なユースエー
ル認定企業の普及拡大に努め、雇用管理改
善等の取組を促す。

また、若者の県内企業への就職を促進する
ため、詳細な採用情報等を公開して積極的
に若者を採用・育成する若者応援宣言企業
の更なる普及拡大・情報発信の強化を図る。

１．ユースエール認定制度の普及拡大

昨年度は、あらゆる機会を捉えての広報活動及び
積極的な訪問による制度案内・申請勧奨を行ったこ
とにより、年間７社を認定することができた。今年度
も年度当初より、県内ハローワークで受理したすべ
ての大卒等求人（6月からは高卒等求人）の青少年
雇用情報を確認、要件を満たしていることが見込ま
れる企業を抽出、データ化して計画的かつ積極的に、
数多くの企業を訪問、制度の案内、申請の勧奨を
行った。その際、管轄ハローワーク担当者も同伴さ
せ、次回以降、ハローワーク単独で訪問勧奨できる
よう指導を行った。

また、抽出した「要件を満たしていると見込まれる
企業」については、定期的にハローワークに連絡、
ハローワークシステムの共有フォルダに「ユースエー
ル候補事業所リスト」に掲載し、情報を共有、各ハ
ローワークによる積極的訪問勧奨を促した。

その他、事業主が多数集まるセミナー及び各種就
職面接会での周知広報を行った。

その結果、今年度上半期だけで、６社もの企業を
「ユースエール認定企業」として認定することができ
た。
＊認定企業数 平成27年度 1社

平成28年度 7社
平成29年度（9月末現在） 6社

計 14社

２．若者応援宣言事業の普及拡大

若者応援宣言事業についても、各ハローワークに
おいて、昨年度宣言した事業所に対しては更新を促
し、新規の勧奨も継続して行った。

また、ユースエール認定勧奨の際、条件を満たさ
なかった事業所に対して、当該事業宣言を促した。

平成２９年９月末までの実績 ２４７社
※昨年度合計３２９社

１ 下半期の取組方針
（１） 継続

（２） 強化

２ 今後の取組等

抽出したユースエール認定候補事
業所については、今後も、積極的に
制度の周知・申請勧奨を行っていく。

また、事業主が集まるあらゆる機
会を捉えて制度の周知広報に努め
る。

若者応援宣言事業の更なる普及を
促進する。

３５



行政運営方針 上半期の主な取組 下半期の取組

第３ 労働行政の重点施策
３ 職業安定行政の重点施策
（２）若者の就労環境の整備
② わかものハローワークによる支援

フリーターなどの正規雇用化のための支援
拠点である福島わかものハローワークにおい
て、担当者制による支援や、トライアル雇用
や「ジョブ・カード」によるキャリアコンサルティ
ングを活用した職業訓練への誘導など一人
ひとりのニーズに応じた支援メニューを提供
する。

また、ニート等の若者に対し、地域若者サ
ポートステーション等と連携し、個々の状況に
応じ、職場体験等各種プログラムや中退者
支援等を通じ、職業的自立に向けた支援を
実施する。

福島わかものハローワークにおいては、臨時的な仕
事を希望する者も含め、正社員で就職することが適
当であると判断した者について、担当者制をとり、予
約相談を実施し、正社員就職に向け集中的な支援
を行っている。

また、フリーター等職業経験の浅いものに対しては、
トライアル雇用求人への応募を促すなど、窓口にお
いて助言・指導を行っている。
＊フリーター正社員就職件数
平成28年度（総数） 5,497件
平成29年度（9月末） 3,516件

※昨年9月末 2,446件（1,070件増）

地域若者サポートステーションとは、密な連携を
とっており、対象者ごとケース会議を開催、情報の交
換、共有を図り、職業的自立に向けた就労支援を
行っている。

また、ハローワーク職員とサポートステーション職
員で高校を訪問し、中退希望者などの状況を確認す
るなどの取組みを行い、該当する生徒に対して、ア
ウトリーチ型相談を行った。

１ 下半期の取組方針
（１） 継続

（２） 強化

２ 今後の取組等

、対象者へのきめ細やかな就職支
援を継続して行い、正社員就職件数
増を目指す。

今後も継続して若者サポートス
テーションとの連携を継続し、小まめ
な情報交換、共有を図り、中退者、
ニート、引きこもり等への支援を行う。
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行政運営方針 上半期の主な取組 下半期の取組

第３ 労働行政の重点施策
３ 職業安定行政の重点施策
（２）若者の就労環境の整備
③ 若者の「使い捨て」が疑われる企業等への
取り組み

新卒一括採用の慣行の中で、新規学卒時
のトラブルは、職業生活に長期的に影響を及
ぼすおそれがあることから、就業を継続する
上で問題を抱えることが懸念される労働関係
法令違反の求人者からの新卒者求人につい
ては受理しないこととし、新規学卒者等に紹
介することがないようにする。

また、わかものハローワーク及び新卒応援
ハローワークの「在職者向け相談窓口」の相
談体制を強化するとともに、労働基準関係法
令違反の疑いがある場合は、労働基準監督
署に情報提供する。

なお、求人条件相違の申出等があった場合
は、迅速な事実確認を行い、 必要に応じ指

導等を行うとともに、「ハローワーク求人ホット
ライン（求職者用）」について周知をさらに進
める。

労働基準監督署においては、ハローワーク
から受けた情報や「労働条件相談ほっとライ
ン」で受けた相談・情報により、監督指導等を
実施するなど、事案の内容に応じて必要な対
応を行う。

１．労働関係法令違反事業所の求人不受理

労働基準法や最低賃金法、男女雇用機会均等法
において、不受理要件の対象条項に該当する違反
を行った事業主については、学卒求人の不受理又
は求人保留を行うこととしているが、是正勧告事案
については、本省から週に一度、ハローワークシス
テムを通じて連絡がある「求人不受理候補事業所
データ」にて、本県対象事業所が掲載されていた場
合は、都度管轄ハローワークに連絡し、学卒求人提
出の有無の確認を行い、提出のある場合は、管轄
労働基準監督署に事実の確認を行い、事実であれ
ば通達に則り、求人保留及び不受理対象期間中の
求人不受理を行うこととしている。
また、28福島労発雇均0905第3号「都道府県労働
局における労働基準部と職業安定部との連携に当
たって留意すべき事項について」に基づき、安定部
から基準部へ公表事案の確認及び情報提供を受け
ることとしている。

２．わかものハローワークにおける「在職者向け相
談窓口」の相談体制強化

福島わかものハローワークにおいては、「在職者
相談窓口」の看板を掲げたコーナーを設置し、在職
者の職業相談の他に、現在の職場環境の不満等が
あれば併せて相談を行い、労働基準法令関係違反
があると思われるケースについては、わかものハ
ローワークから労働基準監督署へ情報提供を行うこ
ととしている。

なお、求人条件相違の申し出に対しては、全所一
貫して事業主に対して事実確認を行うことを徹底し、
相違がある場合については、指導を行い、是正され
なければ求人保留などの措置を行うこととしている。

１ 下半期の取組方針
（１） 継続

（２） 強化

２ 今後の取組等

学卒求人の求人不受理については、
引き続き労働基準部と協力し、情報
の把握・確認を行い、的確に実施し
ていく。

職業紹介事業者に対して求人不受
理制度の周知徹底を図る。

福島わかものハローワークの在職
者相談窓口でのきめ細やかな支援
及び求人条件相違等の申し出への
迅速な対応を継続していく。
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行政運営方針 上半期の主な取組 下半期の取組

第３ 労働行政の重点施策
３ 職業安定行政の重点施策
（３）障害者雇用対策の推進

民間企業における県内の雇用障害者数が
過去最高となり（平成28年6月1日現在）、障
害者の実雇用率は1.90％と前年度より0.06
ポイント改善し、また法定雇用率を達成して
いる民間企業の割合も53.6％と前年度より
3.1ポイント改善する等障害者の雇用は着実
に進展している。

しかし、障害者の実雇用率は法定雇用率の
2.0％を下回っており、未達成の民間企業も
約半数あることから、企業の指導を継続する
とともに公的機関に対しても引き続き必要な
指導を行う。

また、障害者への就労促進のため、障害特
性に応じたきめ細かな職業相談と就職後の
フォローアップとして定着指導に努める。その
際、ハローワークが中核となり障害者職業セ
ンター、障害者生活・就業支援センター、福
祉施設、特別支援学校・医療機関など地域
の関係機関が連携し、就職の準備段階から
職場定着までの一貫したチーム支援を行う。
平成28年4月から施行された改正障害者雇
用促進法に基づく「障害者の差別禁止」、「合
理的配慮の提供義務」については、着実な施
行に向け事業所等へ積極的に周知・啓発を
行う。また、障害者の差別や合理的配慮提供
に関する相談に対し、迅速かつ円滑に対応し、
事案に応じて必要な助言・指導を行う。

１ きめ細かな職業相談の実施により、求職者の状
態や配慮を必要とする部分等を把握し、関係機関と
連携し、障害特性に応じた就職支援と職場定着指
導の実施。
○ 就職件数（平成29年9月末現在）603件。（前年同

月比▲0.3％減））
※ 年間目標：1,293件

２ 法定雇用率達成指導
○ 雇用ゼロ企業や不足数1人の企業、企業規模が
100人以上200人未満等について重点指導企業に
選定し、第１四半期に42企業を訪問、13企業が雇
用率を達成。また、9月（障害者雇用支援月間）に
は労働局長や安定所長名の勧奨文を用い、不足
数の多い12企業を訪問のうえ指導を実施。

３ 障害者就業・生活支援センター連絡会議の開催
○ 平成29年7月12日に関係者13名を参集し開催

４ 平成30年4月から実施される「障害者法定雇用率の
引き上げ（2.0％から2.2％へ）」について周知・広報の
実施。
○ 関係機関、経済団体、事業主等に対し積極的な
周知・広報を実施。
・幹部職員の訪問による周知広報（9ヶ所）
・労働局ホームページへの掲載
・ポスター、リーフレットの送付（約600事業所）

５ 一般労働者向けの「精神・発達障害者しごとサポー
ター養成講座」を実施
○ 平成29年9月22日に福島会場（福島市市民会館）
にて労働者90名に対し実施。

６ 障害者の差別禁止・合理的配慮の提供義務に係る
相談の専用窓口を県内各ハローワークに設置。

１ 下半期の取組方針
（１） 継続

（２） 強化

２ 今後の取組等
○障害者就職面接会の実施
・白河会場（10/5）
・須賀川会場（10/11）
・福島会場（10/12）
・郡山会場（10/17）
・会津若松会場（10/18）
・いわき会場（10/19）
・相双会場（10/26）の７会場

○「精神・発達障害者しごとサポーター養
成講座」の実施
・いわき会場（11/17）
・郡山会場（12/8）の２会場

○増加傾向にある精神障害者の特性と
雇用管理方法について、事業主等に
理解を深めてもらう「精神障害者セミ
ナー」を６安定所で1月以降実施
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行政運営方針 上半期の主な取組 下半期の取組

第３ 労働行政の重点施策
３ 職業安定行政の重点施策
（４）高齢者の雇用対策の推進

高年齢者が年齢にかかわりなく働き続ける
ことができる生涯現役社会の実現に向け、65
歳までの安定した雇用を確保するため、企業
に「定年の廃止」や「定年の引き上げ」、「継
続雇用制度の導入」のいずれかの措置（高
年齢者雇用確保措置）を講ずるよう事業主に
対して指導を実施する。

違反企業に対しては、高年齢者雇用アドバイ
ザー制度や高年齢者雇用に関する助成金制
度の周知を行い早期導入について推進する。

ハローワーク福島・平に「生涯現役支援窓
口」を設置し、55歳以上（特に65歳以上）の高
齢求職者の就職支援に取り組む。

１ 平成２８年４月からハローワーク福島に、更に平成
２９年４月からはハローワーク平に「生涯現役支援窓
口」を設置し、６５歳以上の高年齢求職者に重点を置
いた就職支援を実施。
〇６５歳以上の就職件数（生涯現役支援窓口）
（４月～９月の実績）
・就職件数５４件（年間目標１０９件）
・目標進捗率４９.５％

２ 平成２９年６月１日現在の高年齢者雇用状況報告
書に基づく違反企業の把握及び指導の実施。
〇県内に主たる事務所を置く従業員規模30人以上企
業（2,613社）に対し、本省から調査依頼。
〇ハローワークに提出のあった雇用状況報告書によ
り違反企業の把握を行い、高年齢者雇用確保措置
を講ずるよう随時指導を実施。

３ 高年齢者雇用確保措置指導業務担当者会議の実
施。
○5月24日、ハローワークの高年齢者雇用確保措置
担当の雇用指導官を集め、今年度の雇用確保措置
指導業務の具体的な取組方針・内容等についての事
務打合せを行う担当者会議を開催した。

４ ハローワーク雇用指導官と高年齢者雇用アドバイ
ザー（（独）高齢・障害・求職者雇用支援機構が委嘱・
配置する）とが連携した指導の実施
○高年齢者雇用確保措置等の指導のため、雇用指
導官と高年齢者雇用アドバイザーの同行訪問の実施。
４月～９月において２８件の同行訪問を実施。
○5月24日の雇用指導官を集めた担当者会議の後に
高年齢者雇用アドバイザーとの合同会議を開催し、
意見交換等により連携を深めた。

５ ハローワークにおける、求人申込み時及び助成金
申請時等に把握した違反企業の指導を随時実施。

１ 下半期の取組方針
（１） 継続

（２） 強化

２ 今後の取組等
①平成29年高年齢者雇用状況報告に基
づき把握した違反企業に対しては、高年
齢者雇用アドバイザーとの連携を図りな
がら、各ハローワークによる雇用確保措
置指導を行う。

②求人申込み時や助成金申請時等の場
面で違反企業を把握した場合は、確実に
雇用指導官へ情報提供を行い、該当企業
に対して速やかに個別指導を実施する。

③「生涯現役支援窓口」設置安定所では、
最寄りの市町村シルバー人材センターと
これまで以上に連携を図り、高齢求職者
の多様なニーズに応じて、互いの機関の
周知と誘導を積極的に行う等、高年齢求
職者の就職の促進に取り組む。
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行政運営方針 上半期の主な取組 下半期の取組

第３ 労働行政の重点施策
３ 職業安定行政の重点施策

（５）子育てする女性等に対する雇用対策の推
進

ハローワーク福島・平・会津若松・郡山に
設置されているマザーズコーナーにおいて、
キッズコーナーの併設等子育て中の女性
等が来所しやすい環境を整備するとともに、
仕事と子育てを両立しやすい求人の確保や
専門相談員による相談・情報提供を推進し、
就職支援の充実を図る。

また、託児付き就職支援セミナー等を開
催し、職業能力の向上や保育情報等の提
供に取り組み、早期の就職支援を図る。

さらに、「子育て女性等の就職支援協議
会」を開催し、就職支援状況及び子育て支
援サービス等について、自治体等関係機関
と情報共有・意見交換等を行い、マザーズ
コーナーでのワンストップサービスの充実を
図る。

１ 子育てをしながら早期の就職を希望する者等を
重点支援対象者及び担当者制として各種就職支
援を実施した。
①担当者による重点支援対象者数 638人
（平成29年9月末現在）
②上記の支援対象者の就職者数 613人
（同上）
③上記の支援対象者の就職率 96.1％

２ 小さな子供連れの求職者に配慮した託児サービ
ス付き就職支援セミナーを開催した。
○セミナーの開催回数 10回（平成29年9月末）
○セミナーの参加者数 52人（同上）

３ 「福島労働局子育て女性等の就職支援協議会
（6月26日）及び「地域子育て女性等の就職支援
協議会」（福島11/29、平7/28、会津若松7/25、
郡山8/8）を開催し、自治体等関係機関と情報共
有・意見交換等を実施した。

１ 下半期の取組方針
（１） 継続

（２） 強化

２ 今後の取組等

引き続き子育てする女性等の就職支

援に積極的に取り組むとともに、就職支
援セミナーを開催し早期就職の実現を

図る。
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行政運営方針 上半期の主な取組 下半期の取組

第３ 労働行政の重点施策
３ 職業安定行政の重点施策
（６）生活困窮者対策の推進

生活困窮者に対して、ハローワークの就職
支援ナビゲーターによる担当者制の就職支
援を行う。また、福祉事務所への定期的な巡
回相談を行い、就労支援体制を整備するとと
もに、自治体において実施する生活困窮者
自立支援法に基づく各種施策との連携を図り
つつ就労支援を行う。

さらに、ひとり親への就業支援を強化する
ため、児童扶養手当受給者が現況届を提出
する8月の時期に、各地方自治体に臨時窓口
を設置し、「出張ハローワーク！ひとり親全力
サポートキャンペーン」を実施する。

国（就労支援）と自治体（福祉）の協働で行
う一体的実施事業として県内２ヶ所（郡山市
（平成25年10月）、福島市（平成27年7月））に
設置したハローワークの常設窓口において、
ワンストップ型の就労支援を行う。

１．「生活保護受給者等就労自立促進事業担当
者研修会議」を4月27日に開催し、29年度目標
値及び要領改正部分を中心に指示、伝達を実
施。
・支援対象者（年間目標） 1,180人

（9月末現在)     888人
・就職者数（年間目標） 760人

（9月末現在)     558人

２．「福島県生活保護受給者等就労自立促進事
業協議会」を5月23日に開催。29年度の事業
実施計画等の議題について、国、県、県社協
による協議を実施。

３．8月の「出張ハローワーク！ひとり親全力サ
ポートキャンペーン」の効果的な実施に向け、
地方自治体との協力体制の構築について、5
月22日に各所宛の通知を発出。
○8月キャンペーンの実績（11市2町にて実施）
・相談件数‥69人
・うち支援対象者‥36人

１ 下半期の取組方針
（１） 継続

（２） 強化

２ 今後の取組等
①「第2回生活保護受給者等就労
自立促進事業担当者研修会議」を
11月に開催予定。29年度上半期の
実績確認・評価及び下半期に向け
た指示、伝達及び、資質向上を図
る研修を実施する予定。

②一体的実施事業については、関
係機関との連携強化を図り、事業
の進捗管理を行っていく。
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行政運営方針 上半期の主な取組 下半期の取組

第３ 労働行政の重点施策
３ 職業安定行政の重点施策

（７）地方自治体と一体となった雇用対策の推
進

全国ネットワークの求人・求職情報の提供
により、労働市場全体としてマッチング機能を
強化するとともに、地方自治体が行う雇用対
策の充実のための環境整備を図る。

地方自治体による地方創生の取組につい
ては、魅力ある仕事づくり（しごとの創生）と人
材の育成・定着（ひとの創生）を図る地域雇
用対策の推進に必要な情報や助言などをよ
り積極的に行うとともに、地方自治体の雇用
施策に関する情報や要望を把握し、地方自
治体と相互の連携基盤を一層強化する。ま
た、地方自治体（民間人材ビジネスに委託す
る場合を含む。）が希望する場合に、ハロー
ワークの求人・求職情報をオンラインで提供
する。

【求人情報オンライン提供】
平成29年9月末時点で16団体（※1）が利用。
（※1）
○特定地方公共団体・・・7団体
○地方自治体自ら無料職業紹介を行わず、職業
紹介事業者に委託して職業紹介事業を行う場
合・・・2団体

○職業紹介事業を行わない地方自治体のうち、就
職のための各種支援を周知・広報などすることを
目的として求職者へ働きかけを希望する地方自
治体・・・7団体

【求職情報オンライン提供】
平成28年3月22日よりオンライン提供を開始し、5
団体（※2）が利用。
（※2）
○特定地方公共団体・・・2団体
○地方自治体自ら無料職業紹介を行わず、職業
紹介事業者に委託して職業紹介事業を行う場
合・・・1団体

○職業紹介事業を行わない地方自治体のうち、就
職のための各種支援を周知・広報などすることを
目的として求職者へ働きかけを希望する地方自
治体・・・2団体

１ 下半期の取組方針
（１） 継続

（２） 強化

２ 今後の取組等

引き続き、労働局ホームページに
おいて周知を行う。
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行政運営方針 上半期の主な取組 下半期の取組

第３ 労働行政の重点施策
３ 職業安定行政の重点施策
（８）地域雇用対策の推進

「実践型地域雇用創造事業」の活用促進等
により、雇用情勢が厳しい地域等における自
治体の創意工夫を活かした雇用創出・人材
育成の取組を支援する。

また、雇用情勢が特に厳しい地域において、
事業所の設置・整備にあわせて地域求職者
を雇入れた事業所に対して助成される「地域
雇用開発奨励金」を活用し、雇用開発に取り
組む事業主を支援する。

１ 各自治体へ実践事業の制度周知、応募勧奨
○ 厚生労働省において開催された「実践型地域雇
用創造事業説明会（平成３０年度応募地域向け）へ
参加勧奨を行った。（６月２３日開催）
○ 実践型地域雇用創造事業対象地域（２２自治体）
へ２９年度第２次募集周知・案内（６月２３日）

※実践型地域雇用創造事業の対象地域
（次の①、②いずれかに該当する地域）
①最近3年間(平均)又は最近1年間の地域の一般又は常用
有効求人倍率が全国平均（1を超える場合には1。0.67未満
である場合には0.67）以下であること。
②最近3年間又は1年間の有効求人倍率が１未満であって、
最近5年間で人口が全国平均以上に減少していること。

２ 福島広域雇用促進支援協議会主催の「雇用に係る
支援制度研修会及び人材獲得セミナー」において、助
成金制度の周知・説明を行った。

１ 下半期の取組方針
（１） 継続

（２） 強化

２ 今後の取組等
（１） これまでの取組

福島広域雇用促進支援協議会主催の「雇
用に係る支援制度研修会及び人材獲得
セミナー」
・ 県内５会場にて開催

南相馬 ６月１５日 参加５１社
いわき ６月２１日 参加４８社
福島 ６月２８日 参加５８社
郡山 ７月 ４日 参加３３社
会津若松 ７月７日 参加１６社
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行政運営方針 上半期の主な取組 下半期の取組

第３ 労働行政の重点施策
３ 職業安定行政の重点施策
（９）失業なき労働移動の実現

離職を余儀なくされる労働者の円滑な再就
職を実現するため、「労働移動支援助成金」
の周知に努めるとともに、（財）産業雇用安定
センターとの連携を図りながら労働者の再就
職を支援する事業主からの個別の相談に適
切に対応し、助成金の適正支給に努める。

○県内５か所で開催された、福島広域雇用促
進支援協議会主催の「雇用に係る支援制度研
修会・人材獲得セミナー」において、助成金制
度の周知を行った。
（6月15日、21日、28日、7月4日、7日）

○企業整備で相談のあった１０人以上の事業所
２４社（５９２名）に対し、助成金制度の周知を
行うとともに、(財)産業雇用安定センターで
行っている各種支援を説明し活用を促した。

○労働移動支援助成金支給実績（9月末現在）
８件

○企業整備状況（整備人員10名以上）
29年度（9月末）・・24社（592名）
28年度（9月末）・・26社（581名）

１ 下半期の取組方針
（１） 継続

（２） 強化
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行政運営方針 上半期の主な取組 下半期の取組

第３ 労働行政の重点施策
３ 職業安定行政の重点施策
（10）ハローワークのマッチング機能に関する
業務の総合評価

ハローワークのマッチング業務の成果を
表す指標の目標達成状況等による評価と、
マッチング機能の強化のためにハローワー
クが行う取組（項目）の実施状況等による評
価を総合的に評価することにより、継続的
な業務の改善を図る。

【主要指標の状況】
○就職件数
・年間目標件数 32,720件
・4月～9月の実績 16,833件（進捗率51.4％）

○求人充足数
・年間目標件数 31,990件
・4月～9月の実績 16,192件（進捗率50.6％）

○雇用保険受給者の早期再就職件数
・年間目標件数 8,376件
・4月～8月の実績 4,238件（進捗率50.6%）

【補助指標の状況】
○求人に対する紹介率
・年間目標値 22.8%
・4月～9月の実績 22.7%（目標比：99.6%）

○求職者に対する紹介率
・年間目標値 23.7%
・4月～9月の実績 22.4%（目標比：94.5%）

主要指標については、ハローワークの中核を
なす業務であり、当該業務の成果向上のため、
特に①求職者担当者制による個別支援の実施、
②求職者が求める条件を的確に把握し、積極
的なマッチングの実施、③求人担当者制の推進
を図り、早期充足及び未充足求人のフォロー
アップ等を実施した。また、補助指標については、
マッチング数の向上を図るため、紹介スキル向
上作戦による能動的マッチング数の向上に取り
組んだ。

１ 下半期の取組方針
（１） 継続

（２） 強化

２ 今後の取組等
（１） これまでの取組

上半期において、①求職者担当者
制による個別支援、②求人担当者制
の推進による、早期充足及び未充足
求人のフォローアップ等、③能動的
マッチングの向上等の取組みの推
進を図り、進捗管理、指導を実施し
てきた結果、主要指標における進捗
率はいずれも50％を上回る状況と
なっている。

（２） 今後の予定
ハローワーク評価に係る担当者

会議を11月6日に実施し、上期の取
組の検証を踏まえ、下期の具体的取
組の強化を指示した。
また、PDCAサイクルによる目標管

理・業務改善を引き続き実施し、ハ
ローワークのマッチング機能のさら
なる強化を図る。
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行政運営方針 上半期の主な取組 下半期の取組

第３ 労働行政の重点施策
３ 職業安定行政の重点施策
（11）雇用保険制度の安定的運営

雇用保険受給資格者の早期再就職に向
けた取組を推進するとともに、電子申請事
務センターを設置し、電子申請の利用促進
を進めるとともに、雇用保険制度の適正な
運用を図る。

また、雇用保険制度の一層の周知、確認
の徹底により不正受給防止に努め、併せて、
不正受給により生じた返納金債権等につい
て、適切な回収及び適正な債権管理業務を
行う。
さらに、平成28年1月から開始されたマイ
ナンバー制度によりハローワークで取り扱
う個人番号を始めとする個人情報の厳正な
管理を行う。

１ 雇用保険受給者の早期再就職支援の取組

雇用保険受給者の早期再就職の取組を各ハロー
ワークが状況を確認し適切に各種施策を行えるように、
毎月のハローワーク別再就職状況（残日数2/3以上で
就職した者）を提供している。
【実績】

早期再就職件数 ４，２３８件(H29.4～8)

２ 雇用保険各種手続の電子申請率向上に向
けた取組

昨年７月より取組を開始した「福島労働局電子申請
推進計画」の取組期間を６ヵ月延長し平成２９年６月ま
で実施した。
電子申請率 雇用保険資格取得届12.8%
（29.4～8） 雇用保険資格喪失届13.7%
福島労働局雇用保険電子申請事務センターを本年

10月に開設し審査事務を集中化し効率的な業務処理
を行うためにセンター職員のOJT研修をハローワークで
行った。

３ 不正受給調査対象者の把握及び返納金債
権の管理

毎月、各ハローワークより不正受給調査対象者一覧
の報告を求め、調査処分状況の把握を行っている。

また、返納金債権については各ハローワークから四
半期毎に滞納債権に係る管理・保全状況の取組報告
を求め管理している。

４ マイナンバーに係る個人情報の厳重な管理

マイナンバーが記載された書類の一時保管は、色を
指定したファイルで行い、保管にあたっては施錠できる
キャビネット等での保管を徹底している。

１ 下半期の取組方針
（１） 継続

（２） 強化

２ 今後の取組等

① 福島労働局雇用保険電子申請事務
センターの開設の周知、企業・労働保険
事務組合への利用勧奨、県社会保険労
務士会との連携強化等の取組を積極的
に行っていくとともに、福島労働局ＨＰに
平均審査期間を表示し、電子申請利用
者が安心して電子申請手続を行える環
境を整え、申請率向上に努める。
また、平成29年9月より、本省から電子
申請率の提供が新たに開始されたため、
各ハローワークに効果的な情報提供を
行うとともに、局において適切な進捗管
理を実施する。

② 個人情報漏えい防止の取組について
は、マイナンバーの取扱いも含め、上期
から継続して、個人データの取扱い、文
書保管、個人情報データ処理環境の整
備等について、指導監督を実施する。
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行政運営方針 上半期の主な取組 下半期の取組

第３ 労働行政の重点施策
３ 職業安定行政の重点施策
（12）労働力需給調整事業の適正な運営の推
進

職業紹介事業・労働者派遣事業が適正に
運営されるよう法制度の周知、指導監督、
許可申請・届出等の審査確認を適切に実
施する。
なお、改正労働者派遣法（平成27年9月

30日施行）に伴い、届出制であった旧特定
労働者派遣事業から許可への切換えを行
う事業主に対して、暫定的な配慮措置の内
容を含む申請手続き方法等について、丁寧
な説明及び助言等を行い、早期の許可申
請を勧奨する。

また、指導監督に当たっては、労働基準
行政との緊密な連携を図る。

（13）公正な採用選考システムの確立
「公正採用選考人権啓発推進員」制度を

活かし、全国高等学校統一用紙等の適正
な応募書類や採用選考時の不適切な質問
等の啓発・指導を推進する。

１ 労働力需給調整事業の適正な運営の推進
①職業紹介事業にかかる法制度周知
○定期指導等において、法令を遵守した事
業運営について指導実施。
○経済団体等に対して「改正職業安定法」の
総論的な周知を実施
7/13福島県中小企業団体中央会

福島県商工会議所連合会
福島県商工会連合会
連合福島

7/26福島県経営者協会連合会
○職業紹介事業所に対する「適正な運営の
ためのセミナー」をビッグパレットふくしまに
おいて開催し、「改正職業安定法」の概要
等を周知
参加者：117社 128名（9/25）

②労働者派遣事業にかかる法制度周知
○定期指導等において、平成27年労働者派
遣法改正内容を周知。法改正により、旧
特定労働者派遣事業から許可への切換
えを行う事業主に対して、予約制の事前
相談による丁寧な説明、助言を行い、早
期の許可申請を勧奨

２ 公正な採用選考システムの確立
①学卒求人受理説明会時における啓発
県内全ハローワークで、6月の高卒求人受理開
始を前に開催している「学卒求人受理説明会」に
おいて、公正な採用選考及び適正な応募用紙に
よる選考を行うよう募集予定事業者に対して啓発
を実施した。
②公正採用選考人権啓発推進員研修の計画・準備
県内2か所において実施予定の「公正採用選考
人権啓発推進員研修」について、開催予定地区の
ハローワーク担当職員との開催計画、内容等の
事務打合せを行った。

１ 下半期の取組方針
（１） 継続

（２） 強化

２ 今後の取組等
【労働力需給調整事業】

①10月～11月にかけて、「改正職
業安定法」の平成30年1月施行
内容に特化した周知を経済団体
等に対して実施予定

②10月～11月にかけて、県内4ヶ
所において、「労働者派遣事業
適正化セミナー」を実施し、旧特
定労働者派遣事業主に対して、
早期許可申請を勧奨予定

③10月に旧特定労働者派遣事業
主に対して「許可制への移行に
かかるアンケート調査」を実施し、
早期許可申請を勧奨予定

【公正採用選考システム】

公正採用選考人権啓発推進員研修の
開催
・ハローワーク福島管内
平成30年1月24日（水）

・ハローワーク白河管内
平成30年1月26日（金）
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行政運営方針 上半期の主な取組 下半期の取組

第３ 労働行政の重点施策
４ 職業能力開発行政の重点施策

（１）求職者支援訓練・公共職業訓練の推進と
訓練修了者への就職支援
① 求職者支援訓練及び公共職業訓練の推
進

福島県、機構福島との連携を一層強化す
るため、福島県地域訓練協議会において、
求職者支援訓練と公共職業訓練の実施に
係る総合的な地域職業訓練計画を策定し、
地域のニーズを踏まえた訓練コース設定に
より、地域に必要な人材育成を推進する。

１ ．公的職業訓練（ハロートレーニング）の周知

公的職業訓練（求職者支援訓練と公共職業訓練の
総称）の愛称「ハロートレーニング～急がば学べ～」に
よる求職者等への積極的な周知を実施した。
局ＨＰの訓練情報サイトによる周知、県内経済団体5
団体へ会員事業所に対する人材開発支援策の周知依
頼を行った。

ハローワークにおいては、雇用保険説明会、初回講
習等を活用した訓練説明及び訓練施設見学を実施し
たほか、訓練情報の所内掲示・配架、自治体・スー
パー・コンビニ等での配架に取組んだ。

２．就職支援ナビゲーター等による就職支援

公的職業訓練修了者について、求人情報提供、来所
相談への誘導のほか、担当者制による個別支援等に
ついて積極的に取り組んだ。

３．地域ニーズを踏まえた訓練計画に基づく訓練コー
スの策定、訓練コースの設定

9月20日に開催した「福島県地域訓練協議会ワーキ
ングチーム」において、職種別求人・求職者数等を活用
し地域ニーズを把握し、訓練コースの設定・改善につい
て検討した。
検討結果について取りまとめ、11月20日に開催した
「福島県地域訓練協議会」で報告し承認された。
「福島県地域訓練協議会」による平成29年度訓練計
画の検証及び次年度計画の策定準備のため、11/20と
2月の年2回開催予定。

１ 下半期の取組方針
（１） 継続

（２） 強化

２ 今後の取組等
（１） これまでの取組
①平成28年度訓練計画に基づき、求人
ニーズを踏まえた訓練コースの設定。

②事業所アンケートの実施による、訓練
内容、訓練コース等ニーズの把握及び分
析。

（２） 今後の予定
「福島県地域訓練協議会」を開催し、今
年度訓練計画の検証及び訓練コースの
検討並びに次年度訓練計画の策定を予

定している。
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行政運営方針 上半期の主な取組 下半期の取組

第３ 労働行政の重点施策
４ 職業能力開発行政の重点施策

（１）求職者支援訓練・公共職業訓練の推
進と訓練修了者への就職支援
② 訓練修了者への就職支援
（ア）適切な受講あっせん

「ジョブ・カード」を活用したキャリア
コンサルティング等を通じ、求職者
の適切な訓練コース選択を支援する
とともに、職業相談部門、求人部門
との連携を強化し、訓練修了後の求
人確保等の就職支援を踏まえた受
講あっせんを行う。

また、求職者向けの訓練コース情
報の提供、職業訓練説明会及び訓
練施設見学の開催や県・市町村の
広報媒体を活用した訓練情報の提
供を通し、求職者等への周知を図り、
職業訓練の機会及び受講者の確保
に努める。

（イ）訓練修了者の就職支援

訓練受講中から求人情報の提供、
訓練施設での就職支援セミナーをハ
ローワークが行うなどの支援を行う
ほか、訓練修了１ヶ月前から訓練修
了後３ヶ月の間に集中的な就職支
援を行う。

職業訓練受講者リストにより未就
職者を早期に把握し、担当者制によ
る個別支援、習得スキルを活かせる
求人の確保・提供、来所勧奨、求人
情報提供、就職支援セミナーなどハ
ローワークが行う就職支援メニュー
を活用し支援に努める。

１． 適切な受講あっせん
①「職業訓練関係業務担当者会議」による指示
6/27に開催した上記会議において、ジョブ・カード等を活
用した適切な訓練 コースへの誘導及び訓練修了者への相
談、求人部門と連携した就職支援について各ハローワーク
へ指示。
②職業訓練の周知
県民に広く周知するため、福島労働局ホームページに訓
練情報を掲載。
求職者等に周知するため、毎月、訓練情報一覧を作成し、
福島県、機構福島、各ハローワークへ提供。

２． 訓練修了者の就職支援
①求人情報の提供
訓練受講者への情報提供のため、訓練実施機関へ前日
受理した求人情報一覧を送付。
②就職支援セミナー、個別相談の実施
訓練実施機関へ出張し、希望者にセミナー（雇用情勢や
応募書類記載、応募・面接時の心構え等説明）の開催や
個別職業相談の実施。
③担当者制による個別支援
予約による個別相談の実施。求人情報、就職支援セミ
ナー、キャリアコンサルティングなど各種支援メニューの提
供。
④9月から委託訓練受講者について、訓練施設と連携し訓
練修了１か月前（就職未内定者全員）にハローワークでの
来所相談を実施している。

１ 下半期の取組方針
（１） 継続

（２） 強化

２ 今後の取組等
（１） これまでの取組
「職業訓練関係業務担当者会議」におい
て、求職者への適切な受講あっせん、訓
練修了者に対する就職支援について積極
的な取組を指示。

上記会議で指示した取組状況を確認す
るため、7月に各ハローワークに対する定
期点検を実施。

（２） 今後の予定
各ハローワークを訪問し就職支援の取
組状況について確認を実施する。

４９



行政運営方針 上半期の主な取組 下半期の取組

第３ 労働行政の重点施策
４ 職業能力開発行政の重点施策
（２）ジョブ・カード制度の推進

個人のキャリアアップ及び多様な人材の円
滑な就職等に活用するジョブ・カードについて
は、平成27年10月から個人の生涯を通じた
キャリア・プラン及び職業能力証明のツール
としてその活用方法が見直された。ジョブ・
カード制度の推進に当たっては、「福島県地
域ジョブ・カード運営本部会議」において策定
した福島県地域推進計画に基づき、当該運
営本部構成機関と連携し、事業主等、求職者
等、大学等に対し当該制度の周知・普及を推
進する。

また、当該制度推進と併せ、雇用する従業
員の職業能力の開発及び向上に取り組む事
業主等への人材育成支援策の周知と活用促
進を図る。

１ ．ジョブ・カード取得者状況
平成29年度年間目標4,250人
（平成28年度目標4,250人、取得数2,856人）

２．周知・普及への取組
①福島県労働基準協会5月号広報誌へジョブ・カード制
度について掲載
②県内大学等16校へ周知に係る協力依頼（5/15に学
校長へ文書依頼）
③県内若者サポートステーション5か所へ周知依頼
④8/2に開催された「ふくしま大卒等合同就職面接会」
の配布資料へ掲載
⑤福島労働局ＨＰへの掲載

⑥各ハローワークにおけるポスター掲示、リーフレット
等の配付

１ 下半期の取組方針
（１） 継続

（２） 強化

２ 今後の取組等
（１） これまでの取組

6/15に開催した「福島県地域ジョブ・カー
ド運営本部会議」において策定された福
島県地域推進計画の年間目標が達成さ
れるよう、周知・普及に取り組んだ。

（２） 今後の予定
経済団体へ広報誌等への掲載など周知
に係る協力依頼。

労働局主催会議等、労働局幹部の企業
訪問時にリーフレット等の配付。
地域ジョブ・カードセンターとの「ジョブ・
カード制度推進業務連絡会議」の開催。

各ハローワークを訪問し、訓練受講希望
者等に対するジョブ・カード作成支援推進
事業の取組状況について確認を行う。
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行政運営方針 上半期の主な取組 下半期の取組

第３ 労働行政の重点施策
４ 職業能力開発行政の重点施策
（３）技能検定制度の推進

技能検定は労働者の雇用の安定、円滑な
再就職、労働者の社会的な評価の向上など
に重要な役割を有するところから、その効果
的・効率的な実施進めていくため、福島県及
び福島県職業能力開発協会と連携し、事業
主、求職者等に対し技能検定の周知・広報を
推進する。

１．技能検定

働く人々の有する技能を一定の基準により検定し国
として認定する制度で、技能に対する社会一般の評価
を高め、働く人々の技能と地位の向上を図ることを目
的として職業能力開発促進法に基づき実施されている。
（技能検定職種112種）
うち福島県職業能力開発協会が実施する福島県もの
づくりマイスター認定職種35職種、延べ認定者184人。
（平成29年3月末現在）

２ ．「福島県若年技能者人材育成支援等事業連携会
議」への参画

事業主体である福島県職業能力開発協会が主催す
る同会議への出席。

３．上記事業の周知・広報

福島県、福島県職業能力開発協会と連携し、各ハ
ローワークでのポスター掲示やリーフレット等の配付。

１ 下半期の取組方針
（１） 継続

（２） 強化

２ 今後の取組等
（１） これまでの取組
福島県若年技能者人材育成支援等事
業にかかるイベント等について、各ハロー
ワークでのポスター掲示、リーフレットの
配付。

（２） 今後の予定
引き続き、福島県及び福島県職業能
力開発協会との連携し、周知・広報への
協力を図る。
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行政運営方針 上半期の主な取組 下半期の取組

第３ 労働行政の重点施策
５ 雇用環境改善・均等推進に係る重点施策
（１）働き方改革の推進

労働行政の最重点施策であることから、福
島県及び「福島県魅力ある職場づくり推進会
議」構成団体と連携しながら、「福島県雇用
対策協定」及び「福島県魅力ある職場づくり
推進会議確認事項（2016年）」の推進のため、
引き続き、労使団体への要請、県内有力企
業トップへの働きかけ、「福島県魅力ある職
場づくり特設サイト」による情報発信等を行う。

（労働行政の最重点施策に記載済） １ 下半期の取組方針
（１） 継続

（２） 強化

２ 今後の取組等
（１） これまでの取組
（労働行政の最重点施策に記載
済）

（２） 今後の予定
（同上）
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行政運営方針 上半期の主な取組 下半期の取組

第３ 労働行政の重点施策
５ 雇用環境改善・均等推進に係る重点施策
（２）女性の職業生活における活躍の推進
平成28年4月に施行された女性活躍推進法
に基づく一般事業主行動計画の策定等につ
いて、301人以上の義務企業はもとより、努
力義務である300人以下の企業においても取
組がなされるよう、制度の周知啓発を行うとと
もに、各企業の実情に応じた自主的かつ積
極的な女性活躍推進の取組促進に向けた事
業主への支援を行う。

また、同法に基づく「えるぼし」認定制度の
一層の推進を図る。

（労働行政の最重点施策に記載済） １ 下半期の取組方針
（１） 継続

（２） 強化

２ 今後の取組等
（１） これまでの取組

（労働行政の最重点施策に記載
済）

（２） 今後の予定

（同上）

１段階目

２段階目

３段階目

えるぼし 認定マーク
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行政運営方針 上半期の主な取組 下半期の取組

第３ 労働行政の重点施策
５ 雇用環境改善・均等推進に係る重点施策

（３）職業生活と家庭生活の両立支援対策の
推進
平成29年1月に施行された改正育児・介
護休業法の履行確保を図るため、事業主に
対し、計画的に社内規定の整備指導を行う。
また、非正規労働者が育児・介護休業を取
得しやすい職場環境の整備を推進するとと
もに、育児・介護休業に関する相談には迅
速に対応し、紛争解決援助制度に基づく紛
争解決援助、積極的な指導を行う。

また、次世代育成支援対策推進法に基づ
く一般事業主行動計画の計画期間が終了
した企業に対し、次期行動計画の速やかな
策定、届出、外部への公表及び従業員へ
の周知を行うよう指導するとともに、一般事
業主行動計画の策定等が努力義務である
100人以下の企業に対し、行動計画の策定
支援を行うとともに、「くるみん」認定制度の
一層の推進を図る。

１．育児・介護休業法の履行確保のための事業
所に対する訪問指導（同法第５６条に基づく報
告の徴収）の実施および労働者からの相談・
通報に対する適切な援助等対応。

○育児・介護休業法関係是正件数 ２２３件

【参考】平成２８年度の状況
○育児・介護休業法関係相談件数 １９１４件

２．育児・介護休業法改正（H２９．１０．１施行）
について県内４会場にて改正法の説明会を開
催。
○７月１０日いわき市 ○７月１８日郡山市
○７月２５日会津若松市 ○８月３日福島市

３．次世代育成支援対策推進法に基づく一般事
業主行動計画の義務企業(労働者101人以上)
に対する策定届提出の確実な実施および努力
義務企業への支援を実施。
○提出状況（9月末現在）
・義務企業 ５８７社中５８６社（提出率99.8%）
・努力義務企業 ３２５社

１ 下半期の取組方針
（１） 継続

（２） 強化

２ 今後の取組等
（１） これまでの取組

年度の実施計画に基づき、計画
的に事業所を訪問予定。また、労
働者からの相談に応じ企業指導を
実施。

くるみん認定に向け、両立支援対
策に積極的な事業所へ直接働きか
けを行う。

（２） 今後の予定
（同上）
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行政運営方針 上半期の主な取組 下半期の取組

第３ 労働行政の重点施策
５ 雇用環境改善・均等推進に係る重点施策

（４）雇用の分野における男女の均等な機会
及び待遇の確保対策等の推進

男女雇用機会均等法の履行確保のため、
年間計画に基づき事業主に対する指導を
行う。

１．男女雇用機会均等法履行確保のための事
業所に対する訪問指導（同法第２９条に基づく
報告の徴収）の実施および労働者からの相
談・通報に対する適切な援助等対応。

○男女雇用機会均等法関係是正件数
１７９件

【参考】平成２８年度の状況
○男女雇用機会均等法関係相談件数

３２９件

１ 下半期の取組方針
（１） 継続

（２） 強化

２ 今後の取組等
（１） これまでの取組

「ハラスメント撲滅キャラバン」に
よる特別相談窓口を設置し、相談
対応。法違反事案があれば事業主
指導を実施。

年度の実施計画に基づき、計画
的に事業所を訪問予定。また、労
働者からの相談に応じ企業指導を
実施。

（２） 今後の予定

（同上）
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行政運営方針 上半期の主な取組 下半期の取組

第３ 労働行政の重点施策
５ 雇用環境改善・均等推進に係る重点施策

（５）パートタイム労働者の正社員転換・待遇
改善等の取組

パートタイム労働法の確実な履行及び
パートタイム労働者の働き・貢献に応じた
正社員との均等・均衡待遇の確保等のた
め、報告徴収を計画的に実施するとともに、
パートタイム労働者の雇用管理改善に取
り組む事業主を支援する。

（６）総合的ハラスメント対策の一体的実施

いわゆるマタニティハラスメントやセク
シュアルハラスメント、パワーハラスメント
など職場におけるハラスメントについては、
一体的に、ハラスメントの未然防止を図る。
また、労働者からの相談に対し迅速な対
応を行い、紛争解決援助制度の活用を図
るとともに、必要に応じ積極的な指導を実
施する。

１．パートタイム労働法の履行確保のための事
業所に対する訪問指導（同法第１８条１項に基
づく報告の徴収）の実施および労働者からの
相談・通報に対する適切な援助等対応。

○パートタイム労働法関係是正件数 １３５件

【参考】平成２８年度の状況
○パートタイム労働法関係相談件数 ２２件

１． 「ハラスメント撲滅キャラバン」によるハラス
メント特別相談窓口を設置し、併せて報道機関
を通じた周知を行い、労働者からの相談に迅
速に対応する体制を整備した。労働者からの
相談の結果、法違反の事案があれば報告徴
収を実施するなど積極的な事業所指導を行っ
た。

１ 下半期の取組方針
（１） 継続

（２） 強化

２ 今後の取組等
（１） これまでの取組

年度の実施計画に基づき、パー
トタイム労働法に係る計画的に事
業所を訪問予定。また、労働者か
らの相談に応じ企業指導を実施。

（２） 今後の予定

（同上）

また、ハラスメント対策について、
総合労働相談員研修の2回目を開
催予定。
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行政運営方針 上半期の主な取組 下半期の取組

第３ 労働行政の重点施策
５ 雇用環境改善・均等推進に係る重点施策
（７）個別労働紛争の解決の促進
① 総合労働相談コーナーの適切な運営

総合労働相談コーナーにおいては、引
き続き、労働関係の相談を広く受け付け、
労働基準法等の法令違反に係る事案は
担当する部署に適切に取り次ぎ、民事上
の個別労働関係紛争については論点整
理を行うほか、事案の内容に応じて口頭
による助言等個別労働関係紛争に対する
解決援助を行う。また、総合労働相談コー
ナーの機能強化を図るため、総合労働相
談員に対して研修を実施する等により、そ
の資質の向上を図る。

② 個別労働関係紛争解決促進法に基づく
効果的な助言・指導及びあっせんの実施

助言・指導については、紛争の実情を踏
まえつつ、積極的かつ迅速に実施する。
また、助言を行う際には、可能な限り、労
働契約法の条文や判例等を示し、紛争当
事者の話合いを促す等により、適正な解
決を図る。

あっせんについては、参加率の向上に
努めるとともに、迅速な対応を図る。

③ 男女雇用機会均等法、育児・介護休業法、

パートタイム労働法関係の紛争解決の援
助

上記法令に係る紛争については、当事
者の意見を尊重しつつ、解決援助の迅
速・簡便な実施を図り、円満な解決を支援
するため必要な対応を行う。

１．総合労働相談コーナーに対し寄せられた個
別労働紛争に係る労働相談に対する適切な対
応

【参考】平成２８年度の状況
○相談件数 １７，３３９件
うち個別労働紛争関係 ５，５７９件

２．総合労働相談員に対する研修は、平成２９
年度は１回実施（６月１２日）。研修では、助
言・指導の効果的かつ的確な実施について
グループ討議による事例研究を実施。

３．個別労働関係紛争解決制度等を有する関係
機関との連携強化を図るため、「労働相談・個
別労働紛争解決制度関係機関連絡協議会」を
１回開催（７月７日）。

１．総合労働相談コーナーに対し寄せられた個
別労働紛争について、助言・指導およびあっせ
ん制度の適切な説明と、助言・指導申出およ
びあっせん申請に対する適切な対応

【参考】平成２８年度の状況
○個別労働紛争解決援助
助言・指導申出件数 ３４件
あっせん申請件数 ４８件

１ 下半期の取組方針
（１） 継続

（２） 強化

２ 今後の取組等
（１） これまでの取組

（２） 今後の予定

下半期に総合労働相談員に対す
る研修を実施予定（1月～2月）
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行政運営方針 上半期の主な取組 下半期の取組

第３ 労働行政の重点施策
５ 雇用環境改善・均等推進に係る重点施策

（８）最低賃金引上げに向けた事業者等の支
援

最低賃金引上げに向けた中小企業・小
規模事業者への支援事業、個々の企業
の取組に対する助成事業及び業種別中
小企業団体の取組に対する助成事業に
ついて周知し、円滑な実施を図る。

１．最低賃金引上げ支援業務改善助成金の周
知のため、助成金一覧表を作成し、前記の局
幹部による企業訪問等において配布し、利用
勧奨を実施。

２．主催セミナーや社労士会主催の研修会の他、
各種会合で助成金について説明、資料配布に
より周知。

３．１０月発効の最低賃金引き上げに向けた中
小企業・小規模事業主への支援事業について、
事業主団体等に対し、傘下会員企業への周知
について協力依頼（２９団体中７団体は訪問）。
また、当局ＨＰのトップページに専用バナーを
開設して周知。

４．福島県社会保険労務士会と平成２９年４月３
日に契約し、「福島県最低賃金総合相談支援
センター」を開設。

センターに対し助成金等関係資料の提供、セ
ンター周知広報を実施。

１ 下半期の取組方針
（１） 継続

（２） 強化

２ 今後の取組等
（１） これまでの取組

あらゆる機会を捉えて説明・資料
配布により周知を行う。

（２） 今後の予定

（同上）
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行政運営方針 上半期の主な取組 下半期の取組

第３ 労働行政の重点施策
５ 雇用環境改善・均等推進に係る重点施策

（９）適正な労働条件整備のための対策等の
推進
①「多様な正社員」の普及・拡大

職務、勤務地、勤務時間を限定した「多
様な正社員」の普及・拡大を図るため、事
業主等が多数参加する会議等の機会を
活用して、パンフレットを活用するなどによ
り、就業規則の整備等企業内のルールの
制度化に向けた助言や助成措置の情報
提供を行う。

１．「魅力ある職場づくり」のメニューの一つとし
て、非正規雇用の正社員転換推進に関する資
料を作成し、前記の局幹部による企業訪問等
において配布。

２．報告徴収の企業指導時に、パート労働者の
雇用管理と併せて多様な正社員の普及・拡大
を図れるようパンフレットを配付。

３．下記日程で開催した「魅力ある職場づくり推
進セミナー2017」において、パンフレットを配付。
○７月１０日いわき市 ○７月１８日郡山市
○７月２５日会津若松市 ○８月３日福島市

１ 下半期の取組方針
（１） 継続

（２） 強化

２ 今後の取組等
（１） これまでの取組

非正規雇用労働者待遇改善セミ
ナー等でパンフレット等の配布を行
う。

（２） 今後の予定
（同上）
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行政運営方針 上半期の主な取組 下半期の取組

第３ 労働行政の重点施策
５ 雇用環境改善・均等推進に係る重点施策
（９）適正な労働条件の整備
② 無期転換ルールの周知

有期雇用労働者の申込みにより有期労
働契約から無期労働契約に転換する仕
組み（無期転換ルール）について、引き続
き、その内容の周知を図る。

１．「魅力ある職場づくり推進セミナー2017」にお
いて、無期転換ルール及び有期特措法につい
て説明会を開催。
○７月１０日いわき市 ○７月１８日郡山市
○７月２５日会津若松市 ○８月３日福島市

２．無期転換ルール周知キャンペーンについて
平成29年9月に報道機関、局ＨＰにより周知し、
併せて県、市町村に対し広報依頼を行い、関
係機関、関係団体、大学に対し無期転換ルー
ルの円滑な施行に向けた要請を訪問、文書に
て実施。併せて 当局HPのトップページに本格
施行までカウントダウンする特設バナーを開設。

３．企業に対する訪問指導を実施した際に、無
期転換ルール・有期特措法に基づく認定制度
について説明。

１ 下半期の取組方針
（１） 継続

（２） 強化

２ 今後の取組等
（１） これまでの取組

無期転換ルール周知キャンペー
ンを実施し、特別相談窓口を設置。

県、市町村、関係機関・団体、大
学へ無期転換ルールに関する要請
を実施。

非正規雇用労働者待遇改善支援
セミナーにおいて制度の説明及び
個別相談会を開催。

10月25日 福島市
11月22日 郡山市

（２） 今後の予定
（同上）
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行政運営方針 上半期の主な取組 下半期の取組

第３ 労働行政の重点施策
５ 雇用環境改善・均等推進に係る重点施策
（９）適正な労働条件の整備
③ 医療従事者の勤務環境の改善に向け
た取組の推進

「医療勤務環境改善支援センター」にお
いて、医療労務支援事業における労働時
間管理を中心とする労務管理全般にわた
る支援等を、地域の関係団体と連携の上、
円滑に実施する。

④ 「同一労働同一賃金」に向けた取組の
推進
平成29年度より実施することとしている
「非正規雇用労働者待遇改善支援事業」
について、設置予定の「非正規雇用労働
者待遇改善支援センター（仮称）」、労務
管理の専門家による相談窓口、事業所訪
問によるコンサルティング・セミナーの開
催等、事業の円滑な実施を図る。

１．福島県医師会と平成２９年４月３日に契約。
県医師会より、県社会保険労務士会に一部業
務を再委託（相談業務等）。

事業の適正運営のため、７月１４日に県医師
会、県、県社会保険労務士会等が出席する運
営協議会に参画し、事業の実施方法等を検討。

２．福島県看護協会が行う「ワークライフバラン
ス（WLB）推進委員会に委員として、同委員会
が行う各種研修等において説明・資料配布を
実施。

１．平成２９年４月より「非正規雇用労働者待遇
改善支援事業」を福島県社会保険労務士会に
委託し、「非正規雇用労働者待遇改善支援セ
ンター」（非正規センター）を設置。同一労働同
一賃金に関する相談は、専門家（社労士）によ
る相談、事業所訪問によるコンサルティングに
対応している。相談の他に今年度に2回、非正
規センター主催のセミナーを開催することとし
ている。

また、「魅力ある職場づくり推進セミナー
2017」において、非正規センターの職員が直接
センターの設置について周知し併せて利用勧
奨を実施。
○７月１０日いわき市 ○７月１８日郡山市
○７月２５日会津若松市 ○８月３日福島市

１ 下半期の取組方針
（１） 継続

（２） 強化

２ 今後の取組等
（１） これまでの取組

非正規雇用労働者待遇改善支援
セミナー、相談会を下記により開催。

10月25日 福島市
11月22日 郡山市

（２） 今後の予定
（同上）

６１



行政運営方針 上半期の主な取組 下半期の取組

第３ 労働行政の重点施策
５ 雇用環境改善・均等推進に係る重点施策
（10）労働法制の普及等に関する取組
これから社会に出て働くことになる若者に
対し、労働法制の基礎知識の周知等を図る
ことは、労働者の関係法令の不知による問
題事案の発生を未然に防止するとともに、
若者の職業についての意識の涵養等に資
するものである。

このため、大学生はもとより、高校・中学
生等に対象を広げて労働法制の普及等に
関するセミナー等の実施に取り組む。また、
わかものハローワークにおいても同様の労
働条件セミナー等を実施する。

１ 年度当初（４月）、県内の１５大学等に対し労
働法に関するセミナーの開催を依頼。
○セミナー開催実績
・２短大、１高校において実施。
・わかものハローワークにおいて月１～２回
開催。

１ 下半期の取組方針
（１） 継続

（２） 強化

２ 今後の取組等
（１） これまでの取組

１０月に１大学、１１月に１短大に
おいて実施。

（２） 今後の予定

１２月及び１月に各１短大におい
て実施予定。

この他、県内の主要大学等にて
大学等の要望に応じ労働法制セミ
ナーの開催。
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行政運営方針 上半期の主な取組 下半期の取組

第３ 労働行政の重点施策
５ 雇用環境改善・均等推進に係る重点施策
（11）使用者による障害者虐待の防止
障害者虐待事案の通報を受けた場合に
は、「障害者虐待防止法」に基づき福島県
に通報するとともに、迅速かつ適正な権限
行使を行う。

１．総合労働相談コーナーに対し寄せられた使
用者による虐待に係る労働相談に対する適切
な対応。

２．労働基準部・職業安定部と連携し、県内の
労基署・ハローワークが対応した使用者による
障害者虐待事案の迅速な情報共有。

３．福島県健康福祉部に対する障害者虐待防
止法に基づく通報制度の迅速・適正な運用。

１ 下半期の取組方針
（１） 継続

（２） 強化

２ 今後の取組等
（１） これまでの取組

（２） 今後の予定

総合労働相談員その他相談受
付を担当する職員に対し、障害者
虐待事案の適切な対応について研
修を行う。
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行政運営方針 上半期の主な取組 下半期の取組

第３ 労働行政の重点施策
６ その他の重点施策
（１） 労働保険制度

① 労働保険の未手続事業一掃対策の推
進

労働保険の未手続事業一掃対策につい
ては、労働保険制度の健全な運営、費用
負担の公平性の確保及び労働者の福祉
向上の観点から、関係行政機関、全国労
働保険事務組合連合会福島支部と連携し
て、未手続事業場の把握に努め成立手続
きを勧奨する。

「労働保険適用促進強化期間」において
は、重点業種関連の業界団体、許認可等
の権限を有する地方公共団体等に対して
集中的に労働保険制度の周知広報の要
請を行う。

また、パートタイム労働者の雇用保険へ
の加入等、労働基準監督署及びハロー
ワークでの指導、全国労働保険事務組合
連合会福島支部主催の研修会に講師とし
て参加するなど、あらゆる機会を捉えて、
事業主に対する加入要件の説明を行い
適正な加入促進に努める。

今年度の未手続事業場の一掃対策の推進に
ついて、年間目標に対する９月末（上半期）の実
績は次のとおりである。
①未手続き事業場把握の目標→1,520事業場

９月末結果 263事業場（17.3％）
②成立手続き指導目標 →1,705事業場

９月末結果 343事業場（20.1％）
③自主成立の目標 → 695事業場

９月末結果 257事業場（37.0％）
④職権成立の目標 → 10事業場

９月末結果 0事業場（0％）
年間目標は、平成２９年６月１４日開催の第１
回労働保険未手続一掃対策協議会で設定した
ものであり、全国労働保険事務組合連合会福
島支部と連携して未手続事業場一掃対策を進
めてきた。
なお、職権成立件数が0件なのは、督励の結
果、自主成立となっているためである。

１ 下半期の取組方針
（１） 継続

引き続き加入促進活動を実施
するとともに、未手続事業場の把
握に努める。

（２） 強化
上半期実績が前年度比で低下
していることから、適正加入推進
員の活動を強化する。
また、労働保険適用促進強化

月間である１１月に広報活動を行
うとともに、職権成立対象事業場
への加入促進を強化する。
２ 今後の取組等
（１） これまでの取組

平成２９年１０月１６日に開催し
た第２回労働保険未手続一掃対
策協議会において、上半期の活
動について総括し、適正加入促
進員の活動強化を指示した。
また、３０年度の重点業種に

「宿泊業」を選定した。
（２） 今後の予定

１１月の労働保険適用促進強
化月間に、県内各行政機関及び
事業主団体への要請を行う。
また、重点業種に選定している
飲食料品小売業の加入促進を
行う。
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行政運営方針 上半期の主な取組 下半期の取組

第３ 労働行政の重点施策
６ その他の重点施策
（１） 労働保険制度
② 労働保険料等の適正徴収

労働保険料等の適正徴収に当たっては、
事業主等に対し、労働保険制度に対する
理解を促し、関係法令に従い労働保険料
等の適正な申告・納付、口座振替納付制
度の利用促進を図ると共に、労働保険料
算定基礎調査等を厳格に行う。

労働保険は、労働者のセーフティーネッ
トであり、労働保険料は、財政基盤をなす
ことから収納率の向上にむけて滞納整理
を積極的に取り組む。

平成２７年度の労働保険料の収納率は
９８．３６％と、平成２６年度の収納率を０．
２１ポイント上回った。また、平成２９年１月
末の平成２８年度の収納率は７５．３１％と
前年同月の収納率を１．２１ポイント上
回っていることから、滞納整理に当たって
は、引き続き高額滞納事業主及び複数年
度にわたり滞納している事業主を重点に、
実効ある計画に基づき実施する。

平成２７年度の全国平均収納率である98.5％
台を達成できるよう、引き続き納付督励を行った。
（参考）
平成27年度収納率 98.36％
平成28年度収納率 98.33％

（前年度比－0.03％）
①収納率
平成28年度9月末現在 44.54％
平成29年度9月末現在 45.13％

（前年同期比＋0.59％）
②収納未済額
平成28年度9月末現在 188億2千900万円
平成29年度9月末現在 167億7千500万円

（前年同期比20億5千400万円減）
③滞納整理事業場数
平成28年9月末現在 2,469事業場
平成29年9月末現在 1,869事業場
④保険料領収金額
平成28年9月末現在 4,813万6,430円
平成29年9月末現在 3,591万6942円

高額滞納（100万円以上）事業場及び複数年
度滞納事業場に対しては、重点事業場とし、臨
戸による納付督励を行い、納入計画書を徴した
上で必要があれば債務承認書を提出させた。

納付がない場合は、差押処分等の強制措置を
実施した。

１ 下半期の取組方針
（１） 継続

納付督励を継続して実施する。
（２） 強化

事業主が県外に居住する事業
場の督励を強化する。

２ 今後の取組等
（１） これまでの取組

滞納事業場への督励の実施。
（２） 今後の予定

督促状発行事業場の督励を
行う。また、再三の督励によって
も納付しない事業場を対象に、
差し押さえ処分等の強制措置を
実施する。
さらに、県外に居住する事業

主への督励を行い、必要に応じ
出張による督励を行う。
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行政運営方針 上半期の主な取組 下半期の取組

第３ 労働行政の重点施策
６ その他の重点施策
（２）保有個人情報の厳正な管理

「厚生労働省が行う個人番号関係事務に
おける特定個人情報等取扱規程」及び「厚
生労働省保有個人情報管理規程」に基づ
き、福島労働局の保有する個人番号その
他個人情報の厳正な管理を徹底する。

福島労働局で保有している個人情報は、
個々人の生活に密着した秘匿性の高い情
報であり、厳格な保持が求められることから、
その漏えい、紛失、毀損等を防止するため
の措置等を職員に十分理解させるため、研
修等による意識啓発・注意喚起を行う。

署所長合同会議（4月７日）において、各所属
長に対し、個人情報の管理について徹底を指示
した。

非常勤職員を含む全職員に対し、個人情報漏
洩防止の研修を実施し、局個人情報漏洩防止
マニュアルの遵守、基本動作の徹底に努めた。
上期発生した２件の個人情報漏洩については、

局内で共有化を図り、速やかに再発防止対策を
実施した。

１ 下半期の取組方針
（１） 継続

（２） 強化

２ 今後の取組等
（１） これまでの取組

全職員に個人情報漏洩防止研修
を実施し、また、局個人情報漏洩防
止マニュアルに基づき管理者と職員
による自主点検を毎月実施した。

（２） 今後の予定

今後開催される署所長会議等を
活用し、個人情報の管理について、
徹底を図る。

また、あらゆる機会を捉えて、個人
情報漏えい防止対策の徹底を周知
し、個人情報の適正な管理を実施す
る。
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行政運営方針 上半期の主な取組 下半期の取組

第３ 労働行政の重点施策
６ その他の重点施策
（３）綱紀の保持

労働行政は、労使を始めとする国民の信
頼を得て初めて業務が円滑に運営されるも
のである。このため、国民の疑惑や不信を
招くことのないよう、国家公務員倫理法及び
国家公務員倫理規程等を踏まえ、法令遵
守内部点検や倫理研修の実施等により一
層の綱紀の保持に努めるとともに、法令遵
守委員会を効果的に運営し、行政運営全般
を通じた法令遵守の徹底を図る。

署所長合同会議（4月７日）において、各所属
長に対し、綱紀の保持について、徹底を指示し
た。

毎月の局議においても、法令遵守・公務員倫
理の徹底について局長・部長から指示を行い、
署所にも局議指示事項を伝達するとともに全職
員に指導させた。

非常勤職員を含む新規採用職員に対しては、
採用時に法令遵守・公務員倫理についての研
修を実施した。

１ 下半期の取組方針
（１） 継続

（２） 強化

２ 今後の取組等
（１） これまでの取組

各種会議等の場で綱紀の保持に
ついて、指示してきた。

９月に第１回法令遵守委員会を開
催した。

（２） 今後の予定

全職員に局議における指示事項
等について周知する「労働局だより」
に法令遵守コーナーを設けて、毎月
法令遵守や公務員倫理等の記事を
掲載し、職員の意識向上を図る。

１２月に電子媒体による倫理研修
（自習研修）を全職員に受講させる。

また、各所属において、警察署の
協力を得て、交通事故防止研修を実
施する。

６７


